
 

 

 

 

 

奥州市告示第225号 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付要綱を次のように定める。 

平成29年11月20日 

奥州市長 小沢 昌記 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、奥州市空家等対策計画に基づき、市民の財産の保護及び生活環境の

保全を図るため、危険空き家の除却工事に要する経費に対し、予算の範囲内で奥州市

補助金交付規則（平成18年奥州市規則第59号）及びこの告示により補助金を交付する

。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 危険空き家 市内に所在する空き家（空家等対策の推進に関する特別措置法（平

成26年法律第127号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。

）のうち、居住の用に供するための建築物（併用住宅を含む。）で、次のいずれに

も該当するものをいう。 

 ア ６月以上居住の用に供していないもの 

 イ 倒壊、部材の落下及び飛散等の著しい危険性があり、周囲に悪影響を及ぼし、

又は及ぼすおそれがあると市長が認めるもの 

ウ 法第14条第２項に規定する勧告を受けていないもの 

(2) 除却工事 危険空き家の解体、撤去及び処分のために行う工事をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 (1) 個人であること。 

 (2) 市税の滞納がない者であること。 

 (3) 危険空き家について、次の区分に応じ、それぞれに定める者であること。 

  ア 所有権に関する登記がされている場合 当該所有権を有する者（当該所有権を有

する者が死亡しているときは、その者を被相続人として当該危険空き家を相続する

権利を有する者） 

  イ アに掲げる場合以外の場合 固定資産課税台帳に所有者として登録された者（所

有者として登録された者が死亡しているときは、その者を被相続人として当該危険

空き家を相続する権利を有する者） 

 (4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）でない者又は

暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しない者であること。 

２ 前項各号に掲げる者のほか、危険空き家が次の各号に掲げるものである場合には、当

該危険空き家の除却工事について当該各号に定める者に限り、補助金の交付対象者と

する。 

(1) 危険空き家が共有である場合 共有している者の全員から同意を得た者 



 

 

 

 

 

(2) 危険空き家に抵当権その他の所有権以外の権利が設定されている場合 当該権利

を有する者から同意を得た者 

(3) 危険空き家に係る土地に当該危険空き家の所有を目的とする借地権が設定されて

いる場合 当該借地権設定者から同意を得た者 

（交付対象の除却工事） 

第４条 補助金の交付対象となる除却工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする

。 

(1) 建設業法（昭和24年法律第100号）別表第１に掲げる土木工事業、建築工事業、と

び・土工工事業若しくは解体工事業に係る同法第３条第１項の許可又は建設工事に

係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号。）第21条第１項の登録

を受けた市内事業者（市内に事業所を有する事業者をいう。）が施工する除却工事

であること。 

(2) 除却工事に要する費用（家財道具その他の造作の撤去、運搬及び処分に要する費

用を含まない。以下「除却工事費」という。）が20万円以上の額（消費税及び地方

消費税の額を含む。）であること。 

(3) 第８条の規定による交付決定の通知の日以後に契約し、及び着手した除却工事で

あること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、除却工事費に５分の４を乗じて得た額（1,000円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、50万円を限度とする。 

２ 補助金の交付は、交付対象者１人につき１回を限度とする。 

（事前調査） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次条に規定す

る交付申請前に、次に掲げる書類を添付して奥州市危険空き家除却工事事前調査申請

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めるときは、これらの書類の全部又は一部の添付を省略することができる。 

(1) 危険空き家の付近見取図 

(2) 危険空き家の現況写真 

(3) 危険空き家の平面図 

(4) 前３号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に掲げる申請書の提出があったときは、当該申請書及びその添付書類並

びに現地において事前調査を行い、その結果を奥州市危険空き家除却工事事前調査結

果通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（交付申請） 

第７条 申請者は、前条第２項の規定により補助金の交付対象であることを通知されたと

きは、次に掲げる書類を添付して奥州市危険空き家除却工事補助金交付申請書（様式

第３号）を市長に提出しなければならない。ただし、前条第１項に規定する申請書に

添付した書類は、省略することができる。 

(1) 奥州市危険空き家除却工事補助金交付申請書に押印した印鑑の印鑑登録証明書 

(2) 除却工事費が記載された見積書の写し（除却工事費以外の工事費が含まれる場合



 

 

 

 

 

には、除却工事費が分かるものに限る。） 

(3) 前条第１項各号に規定する書類 

(4) 次の区分に応じ、それぞれに定める書類 

ア 第３条第１項第３号アに規定する場合 登記事項証明書及び同号アに規定する所

有権を有する者が死亡しているときは、その者を被相続人として危険空き家を相続

する権利を有することを証する書類 

イ 第３条第１項第３号イに規定する場合 固定資産課税台帳の写し又は固定資産税

納税通知書の写し及び同号イに規定する所有者として登録された者が死亡している

ときは、その者を被相続人として危険空き家を相続する権利を有することを証する

書類 

(5) 危険空き家に係る土地の登記事項証明書及び次のいずれかに該当する場合には、

それぞれに定める書類 

 ア 当該土地の所有権を有する者が死亡しており、かつ、その者を被相続人として

申請者が当該土地を相続する権利を有する場合 当該権利を有することを証する書

類 

 イ 申請者が当該土地の所有権を有しない場合（アに掲げる場合を除く。） 当該

所有権を有する者（その者が死亡しているときは、その者を被相続人として当該土

地を相続する権利を有する者）の同意書 

(6) 危険空き家に係る公図の写し 

(7) 危険空き家が第３条第２項各号に掲げるものである場合には、申請者が当該各号

に規定する者から同意を得たことを証する書類 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、当該申請書及びその添付

書類を審査し、適当と認めるときは、奥州市危険空き家除却工事補助金交付決定通知書

（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を行う場合において、必要があると認

めるときは、条件を付することができる。 

（変更又は中止の承認） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者が、除却工事の内容を変更し

、又は中止しようとするときは、奥州市危険空き家除却工事変更（中止）申請書（様式

第５号）を速やかに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、奥州市危険空き家除却工事変更（中止）承認通知書（様式第６号）により

申請者に通知するものとする。 

（完了実績報告） 

第10条 申請者は、除却工事が完了したときは、除却工事が完了した日から起算して30日

を経過する日又は完了した日の属する年度の３月20日のいずれか早い日までに、次に掲

げる書類を添付して奥州市危険空き家除却工事完了実績報告書（様式第７号）を市長に

提出しなければならない。 



 

 

 

 

 

(1) 除却工事に係る請負契約書の写し 

(2) 除却工事費が記載された請求書（除却工事費以外の工事費が含まれる場合には、除

却工事費が分かるものに限る。）の写し及び領収書の写し 

(3) 除却工事の内容が確認できる工事写真及び除却工事後の現況写真 

(4) 廃棄物処理に関する処分証明書  

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第11条 市長は、前条に規定する報告書の提出があったときは、当該報告書及びその添付

書類を審査し、及び必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めるときは、奥州市危険

空き家除却工事補助金交付額確定通知書（様式第８号）により申請者に通知するものと

する。 

（補助金の請求） 

第12条 申請者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに奥州市危険空き家除

却工事補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（権利譲渡の禁止） 

第13条 申請者は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはな

らない。 

（交付決定の取消し） 

第14条 市長は、申請者が奥州市補助金交付規則第16条に定めるもののほか、次の各号の

いずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。 

(1) この告示に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(2) 補助金の交付条件又は関係法令に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（補助金の返還） 

第15条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、その取消し

に係る補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

（書類の保存） 

第16条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る関係書類を事業完了の翌年度から起

算して５年間保存しなければならない。 

（補則） 

第17条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

 



 

 

 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

 

奥州市危険空き家除却工事事前調査申請書 

 

 年  月  日  

 

  奥州市長 宛 

 

住 所 

申請者 

氏 名           ㊞ 

（電話番号          ） 

 

  奥州市危険空き家除却工事補助金の交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添え

て事前調査を申請します。 

 

空き家の所在地 奥州市 

空き家の規模 延べ面積       ㎡   階数    階  

土地及び建物への

立ち入りについて 

土地及び建物への立ち入りについて承諾します。 

土地所有者 

  住 所 

  氏 名                 ㊞ 

建物所有者 

  住 所 

  氏 名                 ㊞ 

 

 



 

 

 

 

 

様式第２号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                      奥州市長            印 

 

奥州市危険空き家除却工事事前調査結果通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった危険空き家事前調査について、調査結果を

次のとおり通知します。 

 

空き家の所在地 奥州市 

調 査 結 果 

□ 奥州市危険空き家除却工事補助金の交付対象となります。 

 

□ 奥州市危険空き家除却工事補助金の交付対象となりません。 

備    考  

 

 



 

 

 

 

 

様式第３号（第７条関係） 

 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付申請書 

 

 年  月  日  

 

  奥州市長 宛 

 

住 所 

申請者 

氏 名           ㊞ 

（電話番号          ） 

 

  奥州市危険空き家除却工事補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請しま

す。この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

空き家の所在地 奥州市 

除却工

事業者 

所 在 地 奥州市 

名 称                  （電話番号） 

許 可 番 号 又 は 

登 録 番 号 
 

除却工事予定金額 

（見積金額） 
             円 

補助金交付申請額              円（1,000円未満は切り捨て） 

除却工事予定期間      年  月  日から     年  月  日まで 

除 却 後 の 土 地 

利 用 の 予 定 
 

※「許可番号又は登録番号」欄には、建設業法第５条第３項による許可番号又は建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律第21条第１項による登録番号を記入すること。 



 

 

 

 

 

様式第４号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                      奥州市長           印 

 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった奥州市危険空き家除却工事補助金について

、次のとおり決定したので、通知します。 

 

記 

 

 １ 空き家の所在地  奥州市                 

 

 ２ 補 助 金 交 付 額  金          円 

 

 ３ 補助金交付時期  除却工事が完了し、補助金交付額確定後交付する。 

 

 ４ 交 付 の 条 件 

  (1) 工事の契約及び着手は、補助金の交付決定後とすること。 

  (2) 工事の内容を記録すること。 

  (3) この補助金は、交付目的以外の目的に使用しないこと。 

  (4) 市長が必要と認めるときは、書類等の検査又は除却工事の状況について、実   

地検査を受けること。 

  (5) その他奥州市危険空き家除却工事補助金交付要綱の規定を遵守すること。 

 



 

 

 

 

 

様式第５号（第９条関係） 

 

奥州市危険空き家除却工事変更（中止）承認申請書 

 

 年  月  日  

 

  奥州市長 宛 

 

住 所 

申請者 

氏 名           ㊞ 

（電話番号          ） 

 

 

     年 月 日付け  第   号により補助金交付決定の通知を受けた除却工事

を下記のとおり変更（中止）したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 空き家の所在地  奥州市 

 

２ 変 更 の 内 容   

 

３ 変 更 の 理 由   

 



 

 

 

 

 

様式第６号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                      奥州市長           印 

 

奥州市危険空き家除却工事変更（中止）承認通知書 

 

     年  月  日付け  第   号により交付決定した補助金について、次の

とおり変更（中止）を承認したので、通知します。 

 

記 

 

 １ 空き家の所在地  奥州市                 

 

 ２ 補 助 金 交 付 額  変更前  金          円 

             変更後  金          円 

 

 ３ 補助金交付時期  除却工事が完了し、補助金交付額確定後交付する。 

 

 ４ 交 付 の 条 件 

  (1) 工事の契約及び着手は、補助金の変更承認後とすること。 

  (2) 工事の内容を記録すること。 

  (3) この補助金は、交付目的以外の目的に使用しないこと。 

  (4) 市長が必要と認めるときは、書類等の検査又は除却工事の状況について、実   

地検査を受けること。 

  (5) その他奥州市危険空き家除却工事補助金交付要綱の規定を遵守すること。 

 



 

 

 

 

 

様式第７号（第10条関係） 

 

奥州市危険空き家除却工事完了実績報告書 

 

 年  月  日  

 

  奥州市長 宛 

 

住 所 

申請者 

氏 名           ㊞ 

（電話番号          ） 

 

     年 月 日付け  第   号により補助金交付決定の通知を受けた危険空き

家除却工事が、下記のとおり完了したので、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

 １ 空き家の所在地  奥州市                 

 

 ２ 完了年月日     年  月  日 

 

 ３ 添付書類 

 



 

 

 

 

 

様式第８号（第11条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                      奥州市長           印 

 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付額確定通知書 

 

     年  月  日付けで完了報告のあった補助事業については、次のとおり補助

金の交付額を確定したので、通知します。 

 

記 

 

 １ 空 き 家 の 所 在 地  奥州市                 

 

 ２ 補助金の交付確定額              円 

 

 



 

 

 

 

 

様式第９号（第12条関係） 

 

奥州市危険空き家除却工事補助金交付請求書 

 

 年  月  日  

 

  奥州市長 宛 

 

住 所 

申請者 

氏 名           ㊞ 

（電話番号          ） 

 

     年 月 日付け  第   号により補助金交付額の確定通知を受けた除却工

事について、下記のとおり補助金を請求します。 

 

記 

 

 １ 空き家の所在地  奥州市 

 

 ２ 請求額 

金 額 
十 

 

万 

 

千 

 

百 

 

十 

 

円 

 

 

振 

込 

先 

金 

融 

機 

関 

 

金融機関名 

        銀行    

        金庫         支店 ・ 本店 

        農協    

預金の種類   普通 ・ 当座  

口座番号        

（フリガナ）  

口座名義人  

 

  注 

   １ 口座名義人は、様式第１号での申請者と同一であること。 

   ２ 申請者印は、様式第１号で使用した印と同一であること。 

 


